
産　　　業　　　構　　　造
１．決算収支の状況 （千円）
２．健全化判断比率 （％） ３．有形固定資産減価償却率(％)４．決算分析指数等（令和２年度） （千円･%） ７．市町村税の状況（令和２年度）（千円･%）33.66.353.0-0.12.6-4.5-５．人件費の状況（令和３年４月１日現在） -100.0--#### -0 - ％99.434.697.3６．公営事業の状況（令和２年度） 人-

※R2年人口集中地区人口は作成時点で未公表のため掲載していません。

人　　　  口 人口集中地区人口 面　 積(R2.10.1現在) 人口密度国勢調査 H27年 20,778人 -市町名 愛荘町 市町コード 254258 市町類型 Ⅴ-１ 区　　分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次R2年 20,893人 - 37.97k㎡ 550人 就業人口 22年国調 290人 4,161人 4,921人増加率 0.6％ 特　定　地　域　等　の　状　況 2.9% 41.6% 49.2%4,536人 5,378人R2.1.1 21,304人 3.2% 43.6% 51.6%住民登録 R3.1.1 21,420人 近畿圏都市開発区域 27年国調 332人令和２年度 12,763,669 12,340,435 423,234 50,604年  度 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 翌年度へ繰越す べ き 財 源 372,630 173,250 1,626 - 79,000 95,876単年度収支 積 立 金 繰上償還金 積　立　金取  崩  額 実質単年度収　　　支実質収支平成30年度 10,078,020 9,651,509 426,511 52,198令和元年度 9,109,934 8,777,905 332,029 132,649 374,313 11,468 1,831 - - 13,299▲174,933 1,979 - - ▲172,954199,380 ▲147,795 1,697 - - ▲146,098年　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率平成29年度 10,665,581 10,224,361 441,220 78,375 362,845 時点 一般会計等財務書類H30．R1．R2単年度 ３カ年平均 -令和元年度 - - 5.3 3.7 R2.3.31 60.8令和２年度 - - 6.4 3.4 3.4 4.4 15.5 R3.3.31標 準 財 政 規 模 5,952,754 実 質 収 支 比 率 6.3 税　　目 収入済額うち臨時財政対策債発行可能額 278,791 経 常 収 支 比 率 91.9 構成比 増減率 基準税額 ×10075 標 準 税 率超 過 収 入済 額1,026,828 0.5 1,005,735 -基 準 財 政 需 要 額 4,847,256 法人分基 準 財 政 収 入 額 2,874,748 減収補塡債特例分・猶予特例債・臨財債を経常一般財源から除いた率 96.4 市町村民  税 個人分 192,299 ▲38.3 187,613 26,665財政力指数 H30.R1.R23カ年平均 0.601積立 財政調整基金 2,101,228 交付金 - - -固定資産  税 純固定資産税 1,622,225 0.4 1,594,664 --2,995 -在高 その他特定目的基金 2,521,157 地方債現在高比率 203.1 種別割 78,910金現 減 債 基 金 14,593 積立金現在高比率 77.9 軽自動車税 環境性能割 2,674 63.1地 方 債 現 在 高 12,092,992 債務負担行為額 3,955,510 た ば こ 税 137,099 皆増 78,437 -土地開発基金現在高 486,907 鉱 産 税 -特　別土　地保有税 保有分 - - - -- - -取得分 - - - -2.4 138,164 -法定外普通税 - - - -26,665区　分 改定実施年月日 報酬月額 区　分 職員数 令和3年4月分給料総額 １人当り平　　均給料月額 平均年令特  別  職  等 一　　般　　職　　員　　等 法定普通税計 3,060,035 ▲3.2 3,007,608-市町長 24.10.1 千円 一般職員 人 千円 千円 歳 事業所税目的税 入湯税 - - -- - - -625 教育公務員 20 5,667740 148 42,936 290 38.1 -旧法による税 - - - --消防職員 - - - -283 35.8 都　市計画税 - - -副市町長 24.10.1 ▲3.2 3,007,608 26,665議　長 28.4.1 330 臨時職員 - - - - 0 合　　　　計 3,060,035 100.0教育長 24.10.1 595 技能労務職員 - - 99.5 99.3副議長 28.4.1 260 合　計 168 48,603 289 ％ 固定資産税 現年分 ％ 合計 現年分34.7 滞繰分 34.3 滞繰分- - 0 徴収率 96.8 計国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計 後期高齢者医療事業会計 介護保険事業会計 事業名 収支額 普通会計からの繰入金議　員 28.4.1 240 計 97.6 計市町村民税 現年分37.8 ## 滞繰分 職員数（事業勘定） （直診勘定） （保険事業勘定）歳 入 千円 歳 入 千円 歳 入 千円 -歳 　　　入 千円 上水道 千円 千円1,773,512 - 199,018 1,528,467 -歳 出 千円 歳 出 千円 歳 出 千円歳　　　　出 千円 病 院繰 入 金 149,242 繰 入 金 - 繰 入 金 45,230 ガ スうち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの - - -1,747,518 - 198,602 1,513,060繰　 入 　金 238,050 - - -千円 -保 険 給 付 費 1,177,654 医 業 費 - 広域連合納付金 190,055 保険給付費 1,369,048千円 うち 千円 介護施設（法適） - -うち 千円 うち 千円 うち 収 　　 　支 千円 簡易水道 - - -15,407収 支 千円 うち 千円 職 　員 　数 人25,994 施 設 整 備 費 - 1職 　員 　数 人 公　　共下 水 道 101,320 454,201 213加入世帯数 世帯 収 支 千円 被保険者数 人2,298 - 2,389 集落排水 - - -被保険者数 人 職 員 数 人3,764 - 宅地造成 - - -１ 世 帯 当 り保 険 税 等 調 定 額 円190,478 観光その他 - - -被保険者１人当り保 険 税 等 調 定 額 円116,291 駐車場 - - -被 保 険 者 １ 人当 り 費 用 円464,272職 員 数 人5 介護施設（非適） - - -市 場 - - -



８.財政構造の状況 増減率 増減率(B)-(A)(A) (B) (A)3,160,979 34.7 1.0 3,060,035 24.0 ▲3.2 3,060,03576,938 0.8 0.9 77,863 0.6 1.2 77,8631,420 0.0 皆増 3,020 0.0 112.7 3,0202,639 0.0 ▲46.0 2,871 0.0 8.8 2,87111,682 0.1 21.1 10,635 0.1 ▲9.0 10,6358,024 0.1 ▲10.3 13,735 0.1 71.2 13,735358,368 3.9 ▲5.9 435,458 3.4 21.5 435,458- - - - - - -- - - - - - -17,498 0.2 ▲43.3 - - 皆減 -4,414 0.0 皆増 9,199 0.1 108.4 9,199- - - 28,411 0.2 皆増 28,41185,078 0.9 260.9 33,093 0.3 ▲61.1 33,0932,164,836 23.8 ▲6.1 2,322,010 18.2 7.3 2,322,0101,603 0.0 ▲4.4 1,857 0.0 15.8 1,8575,892,059 64.7 ▲1.3 5,995,167 47.0 1.7 5,995,16797,465 1.1 ▲18.0 55,874 0.4 ▲42.7 -67,392 0.7 ▲24.6 41,888 0.3 ▲37.8 3,344899,188 9.9 ▲2.8 3,742,711 29.3 316.2 338,928- - - - - - -771,766 8.5 24.7 674,438 5.3 ▲12.6 95814,814 0.2 36.5 11,367 0.1 ▲23.3 5,41864,804 0.7 30.6 73,404 0.6 13.3 4,546104,300 1.1 ▲42.6 300,574 2.4 188.2 79,358426,511 4.7 ▲3.3 332,029 2.6 ▲22.2 332,029260,799 2.9 ▲5.7 244,519 1.9 ▲6.2 23,348510,836 5.6 ▲63.4 1,291,698 10.1 152.9 278,791- - - - - - -- - - - - - -264,236 2.9 ▲26.3 278,791 2.2 5.5 278,791(ｱ) 9,109,934 100.0 ▲9.6 12,763,669 100.0 40.1 7,061,887 (ｷ)(ｲ) 1,241,810 14.1 ▲3.3 1,579,204 12.8 27.2 1,442,094 20.41,729,853 19.7 2.5 1,753,944 14.2 1.4 485,785 6.9816,077 9.3 ▲0.2 830,361 6.7 1.8 825,357 11.7816,077 9.3 ▲0.2 830,360 6.7 1.8 825,356 11.7- - - 1 0.0 皆増 1 0.03,787,740 43.2 0.0 4,163,509 33.7 9.9 2,753,236 39.0 (ｸ)1,932,997 22.0 1.0 1,891,299 15.3 ▲2.2 1,317,545 18.735,801 0.4 11.1 41,304 0.3 15.4 39,852 0.61,471,555 16.8 37.8 4,038,323 32.7 174.4 1,770,691 25.1657,672 7.5 6.6 670,386 5.4 1.9 668,514 9.53,440,353 39.2 14.2 5,970,926 48.4 73.6 3,128,088 44.3 (ｹ)586,273 6.7 ▲48.7 616,120 5.0 5.1 509,658 7.2 (ｺ)71,104 0.8 8,508.2 1,197 0.0 ▲98.3 - - (ｻ)(ｼ)7,963,896 90.7 ▲2.6 10,836,400 87.8 36.1 6,396,357 90.6814,009 9.3 ▲44.0 1,504,035 12.2 84.8 242,296 3.4303,940 3.5 30.8 578,825 4.7 90.4 34,376 0.5394,199 4.5 ▲67.4 901,591 7.3 128.7 197,801 2.822,686 0.3 85.6 23,619 0.2 4.1 10,119 0.193,184 1.1 皆増 - - 皆減 - -- - - - - - - -- - 皆減 - - - - -- - - - - - - -814,009 9.3 ▲44.9 1,504,035 12.2 84.8 242,296 3.4 (ｴ)8,777,905 100.0 ▲9.1 12,340,435 100.0 40.6 6,638,653 94.0 16.216.1

Ⅴ-１ 愛荘町(千円･%)区　　  分 令 和 元 年 度 令　　和　　２　　年　　度決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 一 般 財 源 充当率 う ち 経 常一 般 財 源 経常一般財源充当率対前年度市 町 村 税 3,060,035地 方 譲 与 税株式等譲渡所得割交付金 13,735地方消費税交付金 435,458ゴルフ場利用税交付金 -
77,863う ち 森 林 環 境 譲 与 税 3,020利 子 割 交 付 金 2,871配 当 割 交 付 金 10,635

法 人 事 業 税 交 付 金 28,411地 方 特 例 交 付 金 33,093地 方 交 付 税 2,027,498特別地方消費税交付金 -自動車取得税交付金 -環 境 性 能 割 交 付 金 9,199
使 用 料 ･ 手 数 料 3,344国 庫 支 出 金 -国 有 提 供 交 付 金 -交通安全対策交付金 1,857小　　　　　計 5,700,655分 担 金 ･ 負 担 金 -
繰 入 金 -繰 越 金 -諸 収 入 308県 支 出 金 -財 産 収 入 -寄 附 金 -
うち臨時財政対策債 -歳入合計 5,704,307人 件 費 1,439,384地 方 債 -うち減収補塡債特例分 -うち猶予特例債 -

内訳 元 利 償 還 金 825,356 14.5一 時 借 入 利 子 1 0.025.2扶 助 費 485,429 8.5公 債 費 825,357 14.5維 持 補 修 費 39,852 0.7補 助 費 等 1,131,857 19.8（小　　　計） 2,750,170 48.2物 件 費 1,069,543 18.7繰 出 金 506,152 8.9投資･出資･貸付金 - -う ち 一 部 事 務 組 合に 対 す る も の 615,375 10.8（小　　　計） 2,241,252 39.37.9 5,375 0.1 経常一般財源充当額(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)前年度繰上充用金 - - - -積 立 金 78,426 0.9 ▲65.7 84,648 0.7- - - - 5,497,574計 (ｳ) 経常余剰額 (ｷ)-(ｼ)普通建設 6,553同級団体負担金 うち補助 -受 託 事 業 うち単独 6,553投資的経費
普 通 建 設 206,733内　　　訳 補 助 経常収支比率 91.9%単 独 事 業 費 支 弁 に 係 る職 員 の 人 件 費国直轄・県営事業負担金

1,585,757計 (ｵ) 計 6,553歳 出 合 計 ( ｳ )+( ｵ )( ｶ ) 普 通 建 設 事 業 費 の財 源 充 当 比 率 (%)災 害 復 旧 災害復旧 -失 業 対 策 失業対策 -67.3歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ） 332,029 ▲22.2 423,234 27.5 423,23412.9 27.0 1,448,647 20.5 国･県支出金地   方   債6.0 税        等うち人件費 (ｲ) + (ｴ) 1,248,779 14.2 ▲3.2


